
58.3%

69.5%

87.4%

6.3%

5.3%

3.4%

35.4%

25.1%

9.2%

30～99人

100～299人

300人以上

49.0%

65.1%

76.8%

18.2%

14.5%

12.9%

32.8%

20.5%

10.3%

30～99人

100～299人

300人以上

導入している
57.8%今後予定あり

16.4%

導入予定なし
25.8%

令和２年度（６月末） 令和３年度（10月末）

■テレワークの導入状況

導入している
65.7%

今後予定あり
5.6%

導入予定なし
28.7%

大企業だけでなく、中堅・小規模企業でも導入が進んでいる

（341社）

（518社）

（1,175社）

（348社）

（561社）

（1,295社）

＜テレワーク導入実態調査＞基準日：令和３年10月31日、無作為抽出、2,204社回答 1

調査結果の概要 別紙



34.3%

36.4%

45.3%

60.7%

61.8%

64.6%

67.9%

75.9%

76.6%

84.8%

95.7%

7.4%

7.6%

4.0%
8.5%

8.4%

6.5%

4.4%

5.6%

2.1%

2.2%

1.0%

58.3%

56.1%

50.7%

30.8%

29.8%

28.9%

27.7%

18.5%

21.3%

13.0%

3.3%

運輸業・郵便業

飲食業・宿泊業

医療・福祉

卸売業・小売業

建設業

製造業

サービス業

その他

不動産業

金融業・保険業

情報通信業

導入している 今後予定あり 導入予定なし
※回答数30以上の業種を抜粋

（458社）

（54社）

（356社）

（412社）

（75社）

（175社）

■テレワークの導入状況（業種別）
情報通信業、金融業・保険業、不動産業が上位

（301社）

（46社）

（47社）

2

（178社）

（66社）



7.0

12.5

22.0

27.3

37.5

36.6

36.4

42.8

50.8

45.5

46.3

50.0

49.3

50.9

54.7

51.4

36.6

40.3

26.8

20.7

10.9

12.5

7.8

4.3

4.7

1.7

2.4

2.0

1.6

0.5

0.7

0.3

0.8

2.4

0.4

0.7

0.9

生産性の向上

人材の確保

その他

オフィスコスト等の経費削減

非常時の事業継続に備えて

（新型コロナウイルス、地震等）

障害者等の通勤に支障がある従業員

への対応

育児・介護中の従業員への対応

従業員の通勤時間、

勤務中の移動時間の削減

非常に効果があった 効果があった どちらでもない あまり効果がなかった 全く効果がなかった 無回答

通勤時間の削減、育児・介護対応等への効果が上位

3

非常に効果があった・効果があった

91.1

（％）

94.2

86.8

77.3

87.5

68.3

57.8

58.0

N＝150

N＝41

N＝358

N＝176

■テレワークの導入効果

N＝587

N＝437

N＝112

N＝1,364



継続する意向の企業のうち、今後拡大の方向と同規模程度での実施とを合わせて
約７割

4

今後もテレワークを継続す
る（拡大の方向）

10.1%

今後もテレワークを継続す
る（同規模程度）

62.0%

今後もテレワークを継続する
（縮小の方向）

23.6%

テレワークをやめる
3.7%

無回答0.6%

8.9

9.7

13.8

60.4

63.8

63.8

25.7

22.3

20.1

4.5

3.1

2.3

0.5

1.0

30～99人

100～299人

300人以上

今後もテレワークを継続する（拡大の方向）
今後もテレワークを継続する（同規模程度）
今後もテレワークを継続する（縮小の方向）
テレワークをやめる
無回答

＜企業規模別＞

今後も同規模以上で
テレワークを継続

合計72.1％

N＝1,449

（755社）

（390社）

（304社）

■テレワークの継続・拡大意向



現場での作業が必要な業務であることが大多数

5（複数回答可）

N＝632

■テレワークを導入しない理由

5.4%

5.5%

6.5%

7.3%

8.2%

11.1%

11.9%

12.3%

12.7%

12.8%

15.2%

20.4%

41.5%

82.8%

0% 20% 40% 60% 80%

経営層・管理職の理解が得られないから

携帯電話やソフトウェアの利用料など運営費用がかかるから

人事制度や給与制度などの制度整備に手間がかかるから

従業員の評価が難しいから

その他

周囲の従業員にしわ寄せがあるから

顧客の希望により、対面での業務が必要なため

機器購入等の導入費用がかかるから

顧客先のシステムが、テレワークに対応していないため

社内のコミュニケーションに支障があるから

情報漏洩が心配だから

文書の電子化が進んでいないから

対面での業務のため

現場での作業が必要な業務のため現場での作業が必要な業務のため

対面での業務のため



ペーパーレス、コミュニケーションツールの導入、サテライト整備などが上位

6（複数回答可）

N＝2,204

■テレワークの導入・定着・拡大のために必要なこと

8.1%

12.5%

13.2%

19.1%

23.0%

27.4%

28.6%

30.2%

41.5%

67.2%

0% 20% 40% 60%

その他

ワーケーションなど新しい働き方ができる環境

建設現場や製造現場などにおいて、離れた場所にカメラを設…

その他現場作業等の一部を遠隔で実施できる機器やソフト…

訪問サービスや営業などの現場において、移動時間や隙間時…

自宅以外の場所（サテライトオフィスなど）でテレワークができ…

資料作成以外の基幹業務に利用できる業務ソフト（会計ソ…

代表電話への着信を携帯電話などに振り分けられるシステム…

コミュニケーションツールの導入・充実（ＴＶ会議システム、…

ペーパーレス、はんこレスなどの決裁の社内手続きの電子化ペーパーレス、はんこレスなどの
決裁の社内手続きの簡素化

コミュニケーションツールの導入・充実
（ＴＶ会議システム、チャットツールなど）

代表電話への着信を携帯電話などに
振り分けられるシステムの導入（ＰＢＸなど）

自宅以外の場所でテレワークができる環境
（サテライトオフィスなど）

資料作成以外の基幹業務に利用できる
ソフト（会計ソフト、ＣＡＤなど）の導入

訪問サービスや営業などの現場においてテレワーク（モバイルワーク
を含む）を行うためのモバイル機器やクラウド型システムの導入

その他現場作業等の一部を遠隔で実施できる
機器やソフト等の導入

建設現場や製造現場などにおいて、遠隔での指示等が
可能となる機器等（遠隔監視ロボットなど）の導入



全社員への導入が約３割、一部社員への導入が約４割、非正規社員へのテレワーク
未導入企業が約３割となっている

7

非正規社員の全社員に対して、
テレワークを導入している

31.2%

非正規社員の一部社員に対して、
テレワークを導入している

41.4%

非正規社員に対して、
テレワークを導入してい

ない
27.2%

無回答
0.2%

33.0

27.2

32.5

35.5

43.9

49.5

31.3

28.6

18.0

0.2

0.3

30～99人

100～299人

300人以上

非正規社員の全社員に対して、テレワークを導入している
非正規社員の一部社員に対して、テレワークを導入している
非正規社員に対して、テレワークを導入していない
無回答

＜企業規模別＞

N＝1,187

（546社）

（346社）

（295社）

■非正規社員へのテレワークの導入状況



2.5%

24.0%

24.5%

37.2%

44.5%

0% 20% 40% 60%

その他

派遣社員

契約社員・嘱託社員

就業形態は関係なく、業務内容等によって導入の有無を決
めている

パート・アルバイト

パート・アルバイトが最も多く、次に業務内容等によって導入の有無を決めている
企業が多い

8（複数回答可）

N＝815

■テレワークを導入していない非正規社員の就業形態

パート・アルバイト

就業形態は関係なく、業務内容等に
よって導入の有無を決めている



現場での作業が必要な業務であることが大多数

9（複数回答可）

N＝815

■非正規社員へテレワークを導入していない理由

2.2%

2.3%

3.7%

3.7%

4.2%

4.8%

5.5%

6.3%

6.6%

8.2%

11.2%

17.8%

27.4%

84.0%

0% 20% 40% 60% 80%

人事制度や給与制度などの制度整備に手間がかかるから

経営層・管理職の理解が得られないから

従業員の評価が難しいから

その他

携帯電話やソフトウェアの利用料など運営費用がかかるから

顧客先のシステムが、テレワークに対応していないため

周囲の従業員にしわ寄せがあるから

顧客の希望により、対面での業務が必要なため

機器購入等の導入費用がかかるから

社内のコミュニケーションに支障があるから

文書の電子化が進んでいないから

情報漏洩が心配だから

対面での業務のため

現場での作業が必要な業務のため現場での作業が必要な業務のため

対面での業務のため



7.3%

7.5%

24.6%

41.8%

80.9%

0% 20% 40% 60%

サテライトオフィス利用料

その他

テレワーク時の電気代

テレワーク時の通信費

テレワーク時に使用するパソコ
ン、スマートフォン等の機器に係
る費用や、机、椅子等の備…

パソコン、スマートフォン等の備品費を負担している企業が多数

10（複数回答可）

N＝914

■テレワーク時の費用負担

テレワーク時に使用する
パソコン、スマートフォン
等の機器に係る費用や、
机、椅子等の備品費

テレワーク時の通信費

テレワーク時の電気代

負担している
63.1%

負担していない
36.8%

無回答
0.1%

＜負担している費用の内容＞

N＝1,449
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